
（参考）

産地パワーアップ事業

都道府県事業評価参考様式

都道府県名 宮崎県

○　産地パワーアップ計画

（１）生産コスト又は集出荷・加工コストの10％以上の削減
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事後評価の検証方法
農事組合法人はなどう決算報告書により検証

【現状値】
①作付面積
【大麦】3.4ha
【小麦】3.9ha
【裸麦】3.2ha
②販売単価
【大麦】309円／kg
【小麦】286円／kg
【裸麦】908円／kg
※裸麦は収量に関わらず10a当たり定額で契約
③収量
【大麦】107kg／10a
【小麦】208kg／10a
【裸麦】48kg／10a
④販売額：4,832,339円
⑤10aあたり：46,022円／10a（ア）

【目標値（平成31年度計画）】
①作付面積
【大麦】5.0ha
【小麦】6.0ha
【裸麦】4.0ha
【モチ麦】3.0ha
②販売単価
【大麦】309円／kg
【小麦】286円／kg
【裸麦】908円／kg
※裸麦は収量に関わらず10a当たり定額で契約
【モチ麦】1,000円／kg
③収量
【大麦】170kg／10a
【小麦】208kg／10a
【裸麦】48kg／10a
【モチ麦】100kg／10a
④販売額：10,939,140円
⑤10aあたり：60,773円／10a（イ）
（イ）／（ア）→32％の増加

-40.8%

①産地の現状、課題・問題点：六
次産業化の一環として、実需者と
タイアップした麦の新商品開発
（みそ、うどん、乾めん、パン、
焼酎、ビール等）に積極的に取り
組んでおり、原料である麦の需要
が増加していることから、作付面
積を拡大することで所得の向上お
よび水田や畑の有効活用を図っ

た。
②６次産業化による新商品開発を
行いながら、今後も需要が高い品
種の作付拡大及び面積の拡大を行

う。
③目標を下回る場合の具体的な要
因：排水の悪いほ場で生育が不良
となるなど、品目によって収量に
ばらつきが見られた。また、６次
産業化向けの国産麦供給を目指し
ていたが、予定どおりの販売がで
きなかったため、販売金額が目標

を下回った。
④達成状況が低調な場合における
具体的な指導内容等：県・町・Ｊ
Ａ等の関係機関が連携し、排水対
策などの技術支援を行うことで安
定した収量の確保を目指す。

排水の悪いほ場で生育が不良
となるなど、品目によって収
量にばらつきが見られた。ま
た、６次産業化向けの国産麦
供給を目指していたが、予定
どおりの販売ができなかった
ため、地域全体としての目標

が未達成となった。
今後は、県・町・ＪＡ等の関
係機関が連携し、排水対策な
どの技術支援を行うことで安
定した収量の確保を図り、目

標の達成を目指す。

大麦
78

小麦
136

裸麦
119

もち麦
132

大麦
202

小麦
249

裸麦
348

もち麦
538

大麦
（もち麦
を含む）
47,827

小麦
54,164

裸麦
46,547

大麦
（もち麦
を含む）
46,923

小麦
61,714

裸麦
50,817

大麦
（もち麦
を含む）
1.019

小麦
0.878

裸麦
0.916

18 143.9 422.4
41,628
円/10a

大麦
3.3

小麦
5.6

裸麦
2.9

もち
麦
4.4

46,022円
/10a

10.5 126.5 363.9
60,773円
/10a

　農作業の共同化を推進する
ことで今回の事業を地区民が
一体となって取り組むような
体制を構築できた。このこと
により農業後継者不足の解
消・農業経営者の育成・新規
就農者の受け入れ等の環境整
備を地区一体となって行って
いくことができる。
　平成31年の実績では、現状
値である平成27年を下回る結
果となっているが、単価が例
年より低かったことが要因の
ひとつである。
　また、取組主体の１名が亡
くなってしまい、現在施設の
承継について協議を進めてい
るとことである。

本事業に取り組み、農作業の
共同化を推進等の体制を構築
することができたものの、販
売単価の低迷により目標を達
成することができなかった。
今後は、品質向上による単価
の向上を目指し、技術指導を
行い、関係機関一体となり成
果目標の達成に取り組む。

43.3%

高原町農
業再生協
議会

56
高原町
花堂

麦

更なる産地強化への体
制整備

①生産力向上に向けた
取組
  コンバインの導入に
より、水田や畑地への
作付拡大が可能となり
生産量が確保されると
ともに、適期収穫等に
よる品質の安定化が図
られる。
②販売力向上に向けた
取組
  上記のリース導入を
行い生産性の向上を図
ることで、焼酎や麺・
パンの原料など、実需
者のニーズにあった原
料供給が可能となり、
契約による所得の向上
および販売力の向上が
図られる。
③人材の育成に向けた
取組
  県・町・ＪＡ等の関
係機関が連携して支援
にあたるとともに、地
域におけるモデル事例
として位置づけ、地域
内への取組の波及を図
る。

販売額の10%以上
の向上

328 273 1.201
4,441

千円/10a

【現状値】
①4,257千円／10a
H27年総販売額：332,046千円
H27年栽培面積　：7.80ha
※販売額は青色・白色申告決算書より
※面積は生産者からの聞き取り等による

【目標値】
②4,683千円／10a
H31年総販売額：365,276千円
H31年栽培面積　：7.80ha
※販売額・面積は生産者アンケート・聞き取
り等による
②／①→10.0%の増加

【実績値】
3,698千円／10a
H31年総販売額：254,429千円
H31年栽培面積　：6.88ha
※販売額は青色・白色申告決算書より
※面積は生産者からの聞き取り等による
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本事業の機械導入により、作
業効率を改善することができ
たことで、目標を達成するこ
とができた。今後も引き続

き、収量・品質の向上につい
て関係機関連携して取り組み
産地の収益力向上を目指す。

尾鈴農業
再生協議

会
19 明田

施設野菜
（大玉ト
マト・ミ
ニトマ
ト）

収益力の高い生産構
造への移行
①生産力の向上
②販売力の強化
③人財の育成

販売額10％以上
の向上

4,257千円
/10a

7.8

74.3 223.5 218.7 1.022
79,984千

円
1,667 52.6 78,262千円 54.6 1,14744.4 1,512 46.4

総販売額
78,176千円

45.5

目標年度

木城町農
業再生協
議会

13

中原、百
合野、溜
水、牧の
内、陣の

内

露地野菜
(かん
しょ)

畑かんを活用した露
地野菜産地の形成の
推進
①簡易に効率的な散
水ができる大型スプ
リンクラーを導入す
ることで、散水作業
の効率化と、生産量
向上を図る。
②大型スプリンク
ラー導入による増収
効果と経費の比較に
より畑灌活用の推進
を図る。
③効率的な輪作体系
確立に向けた検討と
技術普及を図る。

販売額の10％以
上の向上

総販売額
70,182千

円

現状 目標

年
度

生産コスト ○
年
度

事業実施前
年度

面積
(ha)

生産量又は
出荷量

価格
(販売単価)

面積
(ha)

価格補正
後の実績

達成率（％）1
地域協議会等の評価 都道府県の評価

経営体別の売上げ伝票の積み上げにより成果
検証を実施
【現状】①70,182千円
H26年総販売額70,182,983円
H26年栽培面積4,441.3a
　
【目標】②78,176千円
H31年総販売額78,176,009円
H31年栽培面積4,551.0a）

（②/①→11.3%の増加）
※1000円未満切捨て

【実績】②78,262千円
H31年総販売額78,262,320円
H31年栽培面積5,458.0a
②/①→0.1%の増加

作付面積は目標を十分達している
もの、イノシシの食害がエリア内
で急速に拡大しており、特にＨ31
は甚大で把握できているだけで3ha
以上が被害にあっている（内１名
は2ha以上）。そのため面積に対し
て反収が下がっており、販売額も
目標を僅かに超える程度に留ま
り、経営にも影響が出てきてい
る。各自電気柵や鐵柵を設置し侵
入防止に努めているが、電気柵を
攻略され侵入防止が困難になって
きている。また駆除狩り等猟友会
の協力により実施しているが、シ
カの被害も急速に拡大しており手
が回らない状況にある。
今後、地域ぐるみでのワイヤー
メッシュ柵等の新たな獣害対策に
取組まなければ収量の確保が困難
となってくる。
加えて焼酎原料の減反が始まって
いることから、生食用などへの用
途変更や作物変更も検討していく
必要がある。

109.7%

①産地の現状：宮崎県宮崎市・国富町。Ｊ
Ａ宮崎中央ピーマン部会員で構成。ピーマ
ンの生産面積の拡大及び収量・品質の向
上、経営コストの削減による農業経営の安
定を図り、産地としての維持・発展を目指
した。

②本事業の取組：ピーマンの選果ラインの
自動化を進めることにより、選果作業にか
かる人件費を抑制して集出荷コストの削減
を図るとともに、労働力に左右されない計
画的かつ安定的な集出荷体制の整備を図
る。

③達成状況を上回る要因：人員数の削減
の効果は出ているが、人材費の増加の影
響もあり、集出荷コストの低減が厳しくなっ
ている。

ピーマンの選果ラインの自動化を進めるこ
とにより、選果作業にかかる人件費を抑制
が可能となったことで、目標を達成すること
ができた。
今後も引き続き、収量・品質の向上、経営
コストの削減について関係機関連携して取
り組み産地の収益力向上を目指す。

宮崎中央
地域農業
再生協議

会

68
宮崎市
国富町

ピーマン

①販売力強化に向け
た取組
②生産力の向上に向
けた取組
③人財の育成に向け
た取組

集出荷コストの
10%以上の削減

達成率
（％）

地域協議会等の評価

44 4,500
79,158
千円

45.6 4,645
77,941
千円

42.90
4,685

面積 生産量、出荷
量、又は処理

91,672
千円

面積 生産量、出荷
量、又は処理量

事後評価の検証方法
(※定量的な検証がで

きること。)

 H31年度のＪＡ選果場会計実績
データを基に検証。
 ・現状値
  (H28集出荷経費：91,672千円
/44.0ha）
※金額、面積はJA宮崎中央実績
より
 ・目標値
 （H31集出荷経費：79,158千円
/45.6ha）
※金額はJA宮崎中央中期計画、
面積は生産者意向調査により算
出
 ・目標／現状＝79,158千円
/91,672千円
→13.7%の削減
・実績値
（R1集出荷経費：77,941千円
/42.9ha）
※金額、面積はJA宮崎中央実績
より
・実績/目標＝77,941千円
/79,158千円
→1.5%の減

面積
(ha)

生産量又は出荷量

都道府県の評価
現状 目標

年
度

面積 生産量、出荷
量、又は処理 年

度
年
度

122.6%

地域協議
会名

整理
番号

地区名 対象作物 取組内容

年
度

地域(県又は国)の
価格(販売単価)

補正係数

地域協議
会名

整理
番号

地区名 対象作物 取組内容

生産コスト生産量又は
出荷量

価格
(販売単価)

生産コスト 価格
(販売単価)

事後評価の検証方法(※定量的な検証ができること。)

【実績値】
①作付面積
【大麦】3.3ha
【小麦】5.6ha
【裸麦】2.9ha
【もち麦】4.4ha
②販売単価
【大麦】202円／kg
【小麦】249円／kg
【裸麦】348円／kg
※裸麦は収量に関わらず10a当たり定額で契約
【もち麦】538円／kg
③収量
【大麦】 78kg／10a
【小麦】136kg／10a
【裸麦】 119kg／10a
【もち麦】132kg／10a
④補正前販売額：6,743,747円
⑤補正後販売額：6,481,150円
⑥10aあたり：41,628円／10a
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価格補正根
拠：
宮崎中央卸
売市場年報
より

58,530千
円

R1年度の個別申告書や販売実績データを
基に検証。
・現状値
(総販売額：93,562千円/17.80ha)
※販売額、面積はH27実積より。
・目標値
(総販売額：103,337千円/19.70ha)
※販売額、面積は生産者意向調査により算
出
・目標/現状
=103,337千円/93,562千円
→10.4％の増加
・実績値
(総販売額：58,073千円/18.70ha)
・実績/現状
=58,073千円/93,562千円
→37.9％の減

　産地づくりに向けた作付
けの増加が図られ面積の拡
大につながった。
　また、収穫機の導入によ
る作業効率の向上が図ら
れ、計画的かつ安定的な出
荷が可能となったことで高
単価での販売をすることが
できた。
　今後はさらなる品質の向
上に取組み販売額の向上を
目指す。

ごぼうを中心とした輪作体系
の確立が形成されたことで、
安定した作付けの実施が図ら
れ、目標を達成することがで
きた。今後も引き続き、生産
技術の向上について、市、Ｊ
Ａを含む関係機関と支援を継

続して実施する。

245 143 1.713
8,126千

円

H31年度のJA綾町の販売実績データを基
に検証。
・現状値
（H28年度販売額：6,019千円/2.5ha）
　※販売額、面積はＪＡ綾町実績よる
・目標値
（H31年度販売額：6,739千円/2.75ha）
　※販売額、面積は生産者意向による
・目標／現状＝6,739千円／6,019千円
　→11.9%の増加
・実績値
（R1年度販売額：5,141千円/3.7ha）
　※販売額、面積はＪＡ綾町実績
・実績／目標＝5,141千円／6,739千円
　→76.3%の増加

292.6%1762.75 34.8 193 272.5 32.6 193
6,739
千円

1.004

綾町農業
再生協議

会
67 綾町 ごぼう

①販売力強化に向け
た取組
②生産力の向上に向
けた取組
③人財の育成に向け
た取組

総販売額の10％
以上の向上

4,744千円 3.6
6,019
千円

-358.4%

①産地の現状、課題・問題点
　高齢化による離農で産地の縮小
が続いている。
②本事業の取組や産地独自の取組
による効果や成果目標の達成状況
　　面積は微増したが、収量が大
きく減少し目標を達成していな
い。
③実績等が現状を下回る具体的な
要因
　令和元年中においては、乾燥時
期に長期的に続いた曇天により、
十分に乾燥させる期間が確保出来
なかった。
④達成状況が低調な場合における
具体的な指導内容等
　定期的に産地主体の栽培講習会
を開催し、技術向上を図るととも
に、優良農地確保を図り収量向上
を図る。

冷凍施設の整備により品質管
理を適正に行る体制を構築し
たものの、令和元年は、乾燥
時期に長期的に続いた曇天に
より、十分に乾燥させる期間
が確保出来なかったことによ
り、収量・価格ともに目標を
達成することが出来なかっ

た。今後、定期的に産地主体
の栽培講習会を開催し、技術
向上を図るとともに、優良農
地確保を図り収量向上を図
り、目標の達成を目指す。

価格補正根
拠：
経済連

71 817 1,695.90 1,689.4019.7 114 904 58,073千円 18.7
93,562
千円

17.8 104 904
103,337
千円

宮崎中央
地域農業
再生協議

会

66
国富町
西都市

せんぎり
大根

①販売力強化に向け
た取組み
②生産力の向上に向
けた取組み
③人財の育成に向け
た取組み

総販売額の10％
増加

H28販売実績とH31販売実績にて検証を
行う。
【現状値】
①:140千円/10a
H28販売額　   14,000千円
H28作付面積　　　 10.0ha

【目標値】
②:154千円/10a
R1販売額　　 18,480千円
R1作付面積　 　　12.0ha
※目標は取組主体の事業計画より
　　②/①→　 10.0%の増加

【実績】③：159千円/10a
R1販売額 20,704千円
R1作付面積 13.0ha
　③/①→13.6%の増加

635.7%

①産地の現状、課題・問題
点：大雨や台風の連続襲来等
収穫量減少を心配される要因
もあったが、春先以降は天候
に恵まれ最終的には順調な収
穫となった。全体的な問題点
は高齢化による人手不足であ
り機械化等でそれをどこまで

カバーできるかである。

②本事業の取組や産地独自の
取組による効果や成果目標の
達成状況：本事業における機
械導入により作業効率が改善
され、人手不足の中にあって
も面積拡大及び反収向上につ
なげることができ、成果目標
を達成することができた。

本事業の機械導入により、作
業効率を改善することがで

き、目標を達成することがで
きた。今後も引き続き、生産
技術の向上と販売力強化につ
いて、市、ＪＡを含む関係機
関と支援を継続して実施す

る。

価格補正根
拠：
宮崎中央卸
売市場年報
より

35 99 69 1.435
229千円
/10a

358 43 159千円/10a 13 591

①産地の現状、課題、問題点
　販売単価下落を要因とした廃業による生
産農家の減少

②本事業の取組や産地独自の取組による効
果や成果目標の達成状況
　乗用摘採機の導入により、生産性の効率
化は図られたが、目標値は達成できなかっ
た。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の
具体的な要因
　主な要因は、霜害により茶の収量が減少
したため。なお、令和元年は遅霜の影響を
受け、1番茶と2番茶の出荷が同時期となっ
た。

本事業による機械導入によ
り、生産性の効率化は図られ
たが、霜害により収量が減少
し、目標値は達成できなかっ
た。今後は、関係機関が連携
し、技術支援を行うことで安
定した収量・品質の確保を図
り、目標の達成を目指す。

都城市農
業再生協
議会

64
都城市沖
水地区

キャベツ

露地野菜産地の形成
の推進
①　きゃべつにおけ
る農業機械等の導入
による計画生産の取
組を推進することに
より、販売額10％以
上の増加を実現す
る。

販売額の10％以
上の増加

140千円
/10a

810 683 1.186
143,310円

/10a

北浦茶部会の販売額のH28実績とH31実績の比
較

①H28年現状値
反収　；134,039円/10a
販売額；17,425,122円
面積　；13ha

②H31年目標値
反収　；148,150円/10a
販売額；20,740,996円
面積 ；14ha

③R1年実績
反収  ；120,841円/10a
販売額；12,446,592円
面積　；10.3ha

※反収②/①→10％の増加

65.7%
120,841円

/10a
10.3

1番茶
6,490

1,918
1番茶
1,766

148,150
円/10ａ

14

1番茶
10016

2番茶
4147

3番茶
1204

1番茶
1766

2番茶
620

3番茶
400

価格補正：
宮崎市中央
卸売市場単
価実績より

延岡市農
業再生協
議会

60
延岡市
北浦町

茶

販売額増加に向けた
産地体制の強化

①生産力向上
②販売力強化
③人財の育成

販売額10％以上
の増加

134,039円
/10ａ

13
1番茶
9,867

1.420
351,132円

/10a

JA系統販売額のH28実績との比較
①H28年現状値
10a当たり販売額
312,698円/10a
販売額77,862千円
面積 24.9ha

②H31年目標値
10a当たり販売額
344,000円/10a
販売額89,440千円
面積 26ha

③R1年実績値
10a当たり販売額
247,276円/10a
販売額61,819千円
面積 25ha
10a当たり販売額
②/①→10％の増加

122.8%

① 産地の現状、課題、問題点
　生産者の高齢化により労働力が低下傾向
にあるため、労働力を補うために、機械の
有効利用が必要である。

② 本事業の取組や産地独自の取組による
効果や成果目標の達成状況
　元年度については育苗期から定植期につ
いては天候が良かったが、暖冬のため肥大
開始が遅れ、効果が見られなかった。

③ 実績等が現状を上回る又は下回る場合
の具体的な要因
　元年度は暖冬のため肥大開始が遅れ、出
荷時期も遅れた為、佐賀産・長崎産と競合
し、販売単価が上がらなかった。

④ 達成状況が低調な場合における具体的
な指導内容
　元年度は暖冬の影響を受け、肥大開始が
遅れた為、出荷時期が遅れた為、販売単価
が上がらなかったが、機械の有効利用によ
り、早めの生産出荷を計画を組む生産者が
増えている。

本事業による機械導入によ
り、計画的な生産出荷が可能
となったものの、元年度は暖
冬の影響を受け、肥大開始が
遅れ、出荷時期が遅れた為、
販売単価が上がらず目標を達

成できなかった。
今後は、関係機関が連携し、
技術支援を行うことで安定し
た収量の確保を図り、目標の

達成を目指す。

25 577.7 107 115 81
344,000円

/10a
26 784.5 114

247,276円
/10a

販売額10％以上
の増加

312,698円
/10a

24.9 697.9 111
延岡市農
業再生協
議会

59 延岡市 たまねぎ

栽培面積の維持・拡
大、収量・品質の向
上、生産者の負担軽
減を図るための、定
植から収穫に係る機
材等の導入

52.5%

①産地の現状・問題点
近年の荒茶価格の低迷により茶業
経営を圧迫している。

②事業の取組による成果
本事業で乗用型摘採機を導入する
ことにより、摘採適期の作業が可
能となり品質の向上に大きな効果
が期待できる。

③実績の要因
４月に発生した晩霜により収量の
減少および品質の低下をもたらし
た。

④指導内容
防霜ファンを設置する等霜対策を
するよう指導。

本事業による機械導入によ
り、摘採適期の作業が可能と
なったものの、４月に発生し
た晩霜により収量の減少およ
び品質の低下から、目標を達
成することができなかった。
今後は、防霜ファンを設置す
る等霜対策の指導を行い、関
係機関一体となり成果目標の

達成に取り組む。

1,590 810 683 1.186
416千円
/10a

55 1,428 351千円/10a 18.04 39.818.04 52.15 1,366
435千円
/10a

18.04
尾鈴地域
農業再生
協議会

57 川南町 茶

【取組内容】
有機茶の産地力強化
①生産力の向上
②販売力の強化
③人材の育成

販売額の10.0%以
上の増加

395千円
/10a

10 330 43
154千円
/10a

12

[実績値]
③351千円/10a

H31年度総販売額
　63,282千円
H31年度総面積
　18.04ha
H31年度10a当たり販売額
　351千円/10a
補正後の10a当たり販売額
　416千円/10a

【達成率】
（416千円-395千円)/（435千円-
395千円）

H31年度の有機茶販売実績により検証
【現状値】
　
 ①395千円/10a
H28年度総販売額
　71,255千円
H28年度総面積
　18.04ha
H28年度10a当たり販売額
　395千円/10a
※現状値は、
H28年度の有機茶の販売実績

【目標値】
②435千円/10a
H31年度総販売額
　78,552千円
H31年度総面積
　　　18.04ha
H31年度10a当たり販売額
　435千円/10a

　②/①→10.1％の増加
 



28 ha t
円
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【実績値】
・販売額
  ほうれんそう 122,611千円
  さといも     23,922千円
  合計
　146,532千円

・栽培面積
   ほうれんそう 105.4ha
   さといも        15.7ha
   合計         121.2ha

－ －

【現状値】
・販売額
  ほうれんそう  117,249千円
  さといも          17,069千円
   合計
　134,318千円 …①

・栽培面積
  ほうれんそう  94.3ha
  さといも        12.1ha
  合計          106.4ha

【目標値】
・販売額
  ほうれんそう 129,069千円
  さといも         42,420千円
  合計
　171,489千円 …②

・栽培面積
   ほうれんそう  96.0ha
   さといも        21.0ha
   合計          117.0ha
②/① = 27.7％の向上
※販売額はジェイエイフーズみやざき
への出荷実績

32.90%

昨年台風の影響により大幅な減収
となったが、関係機関と協力し、
病害虫予防など露地の徹底管理に
努め、収量・品質の向上が図れれ

ば目標達成は可能である

機械導入により生産拡大に取
り組んだものの、台風の影響
により大幅に減収となり、目
標を達成することができなっ

た。
今後、関係機関と連携し、病
害虫予防などの徹底管理に努
め、収量・品質の向上が図
り、目標達成を目指す。

146,532千円 121.2 2,836 52

※契約取引
のため価格
補正は行わ
ない

－ －
総販売額の10%以

上の向上
134,318
千円

106.4 2,787 48.2
171,489
千円

117 3,301 52
西都市農
業再生協
議会

69

西都市
川南町
高鍋町
国富町
小林市
えびの市

ほうれん
そう

さといも

露地野菜の高機能収穫
機・管理機等の導入に
よる栽培面積拡大及び
契約栽培面積の拡大、
加工用野菜の生産出荷
体系の確立。
　①機械導入からの作
業効率化により栽培面
積を拡大することで、
生産力の向上を図り、
あわせて担い手の減
少・高齢化による労働
力の減少を機械化によ
る効率化・省力化
　②契約生産者の播
種・収穫等の労力の大
きい作業について作業
受託することで、生産
者はより栽培管理に注
力が可能となり、高品
質化・収量拡大するこ
とで、安定した農業経
営モデルを確立
　③栽培管理を徹底す
ることで、反収や品質
の向上を図り販売額の
向上

都道府県
平均達成
率

63% 総合
所見

　評価対象産地計画全11件のうち、目標を達成した計画は5地区となっている。
　未達成の主な要因は、台風や霜等の自然環境の変化による生育不良や販売単価の低迷によるものが多い。
　台風等の自然災害については、気象の状況を的確に把握し、事前対策について情報提供及び技術指導を行うとともに、事後においては、樹勢回復に向け早急な現地調査、技術指導を関係機関と連
携して行う。
　加えて、販売単価については、関係機関と連携し、現状把握・分析に努め、販売単価の向上を図るための品質向上等の技術指導及び販売対策の構築を図ることにより、改善に取り組んでいく。
　これらの支援を継続的に実施し、未達成となった6地区について成果目標の達成を目指す。


